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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第40期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

４．第40期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であるため、記載しておりません。 

５．第41期第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 

平成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号 平成22年６月30日）を適用しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、第40期連結会計年度

の潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額について遡及処理しております。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第２四半期 
連結累計期間

第41期
第２四半期 
連結累計期間

第40期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 7,095,356 7,483,256 13,702,381 

経常利益又は経常損失(△) (千円) △8,916 365,516 233,627 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△) 

(千円) △60,395 255,711 141,910 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △171,585 209,108 △84,453

純資産額 (千円) 10,125,117 10,076,903 10,040,102 

総資産額 (千円) 15,277,167 16,135,535 15,707,306 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額又は 
四半期純損失金額(△) 

(円) △5.72 24.30 13.44 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額又は 
当期純損失金額(△) 

(円) ― 10.30 △2.74

自己資本比率 (％) 63.9 61.0 62.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 416,200 1,264,355 600,252 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △962,682 △584,066 △1,062,925

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △172,733 △264,528 △137,428

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 3,567,150 3,912,685 3,555,239 

回次
第40期

第２四半期 
連結会計期間

第41期
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日 
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△) 

(円) △9.99 22.18 

― 2 ―



  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。  

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災からの復旧とともに企業の生産活動

や個人消費に回復が見られるものの、欧州の金融不安等を背景とした円高の長期化など、依然として不

透明な状況が続いております。 

 このような状況のなか当社グループにおきましては、遊技台部品事業において、パチンコホールでの

新台入替の再開に伴いパチンコ制御基板の販売が順調に推移するとともに、モバイルデータソリューシ

ョン事業におきましても、Cellebrite社(連結子会社；イスラエル国)のモバイルデータトランスファー

機器の販売が好調に推移しました。また、利益面では、新規事業・新製品・新サービスの企画・研究・

開発を推進するとともに、原価低減・販管費削減を強力に推進し、コスト競争力強化に努めました。 

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高74億83百万円(前年同期比5.5％増)、営

業利益３億60百万円(前年同期比458.2％増)、経常利益３億65百万円(前年同期は８百万円の損失)、四

半期純利益２億55百万円(前年同期は60百万円の損失)となりました。  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

＜遊技台部品事業＞ 

主要な製品は、遊技機メーカーに販売する制御基板及び樹脂成形品であります。 

 パチンコ制御基板につきましては、パチンコホールでの新台入替の再開に伴い販売が順調に推移

しました。この結果、売上高は31億91百万円(前年同期比5.2％減)、営業利益は４億14百万円(前年

同期比420.7％増)となりました。 

＜ホールシステム事業＞ 

主要な製品は、パチンコホール経営を支援する遊技台管理・会員管理・景品管理などのトータル

コンピュータシステムであります。 

 ホールシステムにつきましては、パチンコホールの収益環境が厳しい状況で推移する中、設備需

要の低迷等の影響により低調に推移しました。この結果、売上高は17億29百万円(前年同期比7.4％

減)、営業利益は90百万円(前年同期比72.4％減)となりました。 

＜モバイルデータソリューション事業＞ 

主要な製品は、携帯電話キャリア及び犯罪捜査機関に販売するモバイルデータトランスファー機

器であります。 

Cellebrite社のモバイルデータトランスファー機器の販売が好調に推移しました。この結果、売

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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上高は21億47百万円(前年同期比47.5％増)、営業利益は３億２百万円(前年同期比124.8％増)と

なりました。 

＜その他＞ 

主要な事業・サービスは、コンテンツ配信サービス及びデジタル機器の販売であります。 

 当第２四半期連結累計期間の売上高は４億13百万円(前年同期比1.9％増)、営業損失は１億３百

万円(前年同期は１億25百万円の損失)となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動により12

億64百万円増加したことに対し、投資活動により５億84百万円及び財務活動により２億64百万円減少し

たこと等により、前連結会計年度末に比べ３億57百万円増加し39億12百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであ

ります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果獲得した資金は、12億64百万円(前年同期比203.8％増)となりました。 

 これは主に、たな卸資産が２億５百万円減少したこと、その他負債が４億61百万円増加したこと、税

金等調整前四半期利益が３億63百万円及びのれん償却額が２億43百万円であったことに対し、仕入債務

が２億１百万円減少したことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、５億84百万円(前年同期は９億62百万円の使用)となりました。 

 これは主に、定期預金の純増額が３億61百万円及び有形固定資産の取得による支出が１億23百万円で

あったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、２億64百万円(前年同期は１億72百万円の使用)となりました。 

 これは主に、配当金の支払額が１億58百万円であったことによるものであります。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。  

(4) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は11億79百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年11月14日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,840,400 10,840,400 
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）

単元株式数は100
株であります。

計 10,840,400 10,840,400 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年７月１日～ 
平成23年９月30日 

― 10,840,400 ― 891,385 ― 904,907 
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(6) 【大株主の状況】 

 
(注)  上記のほか当社所有の自己株式399,234株（3.68％）があります。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
  

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

東海エンジニアリング株式会社 名古屋市昭和区広路町字石坂26-2 2,133,800 19.7 

前田昌美 名古屋市昭和区 558,300 5.1 

サン電子従業員持株会 愛知県江南市古知野町朝日250番地 479,200 4.4 

前田英行 名古屋市昭和区 367,200 3.4 

内海倫江 名古屋市昭和区 340,000 3.1 

渡辺恭江 名古屋市天白区 340,000 3.1 

田崎千恵 横浜市緑区 267,600 2.5 

サン電子役員持株会 愛知県江南市古知野町朝日250番地 196,700 1.8 

岸佳須子 横浜市青葉区 180,000 1.7 

ティーツー・キャピタル株式会
社 

東京都千代田区二番町9-10
タワー麹町ビル２階 173,000 1.6 

計 ― 5,035,800 46.4 

  平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)         
普通株式   399,200 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,440,300 104,403 ― 

単元未満株式 普通株式 900 ― ― 

発行済株式総数 10,840,400 ― ―

総株主の議決権 ― 104,403 ―
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② 【自己株式等】 

 
  

該当事項はありません。 

  

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
サン電子株式会社 

愛知県江南市古知野町朝
日250番地 399,200 ― 399,200 3.68 

計 ― 399,200 ― 399,200 3.68 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,833,526 4,554,858

受取手形及び売掛金 3,353,512 3,714,861

リース投資資産 45,584 15,917

有価証券 188,172 183,167

製品 637,715 455,578

仕掛品 779,144 848,485

原材料 731,894 637,533

繰延税金資産 191,327 265,047

その他 467,586 339,957

貸倒引当金 △30,682 △33,807

流動資産合計 10,197,782 10,981,599

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,295,554 1,295,554

その他（純額） 1,133,831 1,133,697

有形固定資産合計 2,429,385 2,429,251

無形固定資産   

のれん 786,472 542,921

その他 78,420 70,754

無形固定資産合計 864,893 613,675

投資その他の資産   

投資有価証券 1,423,580 1,369,561

その他 827,882 787,205

貸倒引当金 △36,217 △45,758

投資その他の資産合計 2,215,244 2,111,007

固定資産合計 5,509,523 5,153,935

資産合計 15,707,306 16,135,535
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,971,456 1,803,671

短期借入金 880,000 830,000

1年内返済予定の長期借入金 24,996 24,996

リース債務 38,825 14,087

未払法人税等 42,734 31,624

繰延税金負債 27,655 49,687

賞与引当金 422,972 474,115

役員賞与引当金 13,038 11,434

製品保証引当金 9,860 10,414

その他 1,732,146 2,324,702

流動負債合計 5,163,686 5,574,733

固定負債   

長期借入金 87,518 75,020

リース債務 23,564 16,462

繰延税金負債 199,715 205,288

再評価に係る繰延税金負債 13,097 13,097

退職給付引当金 65,720 69,130

役員退職慰労引当金 24,482 23,259

資産除去債務 3,220 3,220

長期未払金 86,199 78,419

固定負債合計 503,517 483,898

負債合計 5,667,203 6,058,631

純資産の部   

株主資本   

資本金 891,385 891,385

資本剰余金 904,907 904,907

利益剰余金 8,909,547 9,006,916

自己株式 △125,189 △166,704

株主資本合計 10,580,650 10,636,504

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △78,263 △110,570

土地再評価差額金 △437,380 △437,380

為替換算調整勘定 △224,961 △239,257

その他の包括利益累計額合計 △740,605 △787,208

新株予約権 200,057 227,607

少数株主持分 － －

純資産合計 10,040,102 10,076,903

負債純資産合計 15,707,306 16,135,535
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 7,095,356 7,483,256

売上原価 4,120,506 3,931,426

売上総利益 2,974,850 3,551,829

販売費及び一般管理費 ※  2,910,206 ※  3,190,999

営業利益 64,643 360,829

営業外収益   

受取利息 2,874 16,614

受取配当金 12,030 11,542

その他 5,748 6,164

営業外収益合計 20,653 34,322

営業外費用   

支払利息 4,254 3,469

為替差損 88,553 25,863

その他 1,406 302

営業外費用合計 94,213 29,635

経常利益又は経常損失（△） △8,916 365,516

特別利益   

固定資産売却益 － 151

投資有価証券売却益 － 726

特別利益合計 － 878

特別損失   

固定資産除却損 4,104 1,069

投資有価証券評価損 － 1,519

投資有価証券売却損 － 80

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 5,993 －

特別損失合計 10,098 2,669

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△19,015 363,725

法人税、住民税及び事業税 233,317 47,767

法人税等調整額 △197,461 60,246

法人税等合計 35,856 108,013

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△54,871 255,711

少数株主利益 5,523 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △60,395 255,711
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△54,871 255,711

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △33,026 △32,306

為替換算調整勘定 △83,687 △14,296

その他の包括利益合計 △116,713 △46,602

四半期包括利益 △171,585 209,108

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △177,109 209,108

少数株主に係る四半期包括利益 5,523 －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△19,015 363,725

減価償却費 128,926 117,319

のれん償却額 243,551 243,551

株式報酬費用 29,928 29,096

貸倒引当金の増減額（△は減少） △78,657 12,697

賞与引当金の増減額（△は減少） △89,915 52,600

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20,826 △1,482

製品保証引当金の増減額（△は減少） △88 645

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27,141 3,595

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,056 △1,222

受取利息及び受取配当金 △14,904 △28,157

支払利息 4,254 3,469

為替差損益（△は益） △13,818 46,532

投資有価証券売却損益（△は益） － △645

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,872

有形固定資産売却損益（△は益） － △151

有形固定資産除却損 3,947 1,069

無形固定資産除却損 157 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,550 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,984,004 △79,800

たな卸資産の増減額（△は増加） 377,062 205,900

仕入債務の増減額（△は減少） △1,897,923 △201,085

その他の資産の増減額（△は増加） 62,304 △7,767

その他の負債の増減額（△は減少） △65,468 461,511

長期未払金の増減額（△は減少） △3,310 △7,780

小計 661,846 1,215,494

利息及び配当金の受取額 14,904 28,157

利息の支払額 △4,254 △3,469

法人税等の支払額 △256,295 △61,599

法人税等の還付額 － 85,772

営業活動によるキャッシュ・フロー 416,200 1,264,355
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △800,281 △361,920

有形固定資産の取得による支出 △131,619 △123,357

有形固定資産の除却による支出 △512 △99

有形固定資産の売却による収入 3,719 380

無形固定資産の取得による支出 △19,979 △3,319

長期前払費用の取得による支出 － △15,000

投資有価証券の取得による支出 △24,135 △45,950

投資有価証券の売却による収入 － 21,877

投資有価証券の償還による収入 7,625 25,411

子会社株式の取得による支出 － △82,500

長期貸付金の回収による収入 2,502 409

投資活動によるキャッシュ・フロー △962,682 △584,066

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △50,000

長期借入金の返済による支出 △12,498 △12,498

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,891 △2,172

自己株式の取得による支出 － △41,515

配当金の支払額 △158,343 △158,342

財務活動によるキャッシュ・フロー △172,733 △264,528

現金及び現金同等物に係る換算差額 △73,013 △58,314

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △792,228 357,446

現金及び現金同等物の期首残高 4,359,378 3,555,239

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,567,150 ※  3,912,685
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【会計方針の変更等】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

該当事項はありません。  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

(会計方針の変更) 

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成22年

６月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成22年

６月30日)を適用しております。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評

価額のうち、将来企業に提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に関する注記に記載しております。 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日  
  至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日  
  至 平成23年９月30日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当及び賞与          502,675千円 

株式報酬費用              17,718千円 

賞与引当金繰入額            169,302千円 

退職給付費用              22,644千円 

役員賞与引当金繰入額           6,350千円 

役員退職慰労引当金繰入額         3,413千円 

減価償却費               24,166千円 

研究開発費             1,090,215千円 

のれん償却額             243,551千円 

貸倒引当金繰入額         19,425千円 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当及び賞与           626,756千円 

株式報酬費用               16,260千円 

賞与引当金繰入額             225,613千円 

退職給付費用               19,080千円 

役員賞与引当金繰入額           11,434千円 

役員退職慰労引当金繰入額        △1,222千円 

減価償却費                26,709千円 

研究開発費             1,179,854千円 

のれん償却額              243,551千円 

貸倒引当金繰入額         △1,376千円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

配当金支払額 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

配当金支払額 

  

 
  

  

  

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日  
  至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日  
  至 平成23年９月30日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

             (平成22年９月30日現在) 

 

現金及び預金 4,495,567千円

有価証券 12,365千円

   計 4,507,932千円

預入期間が３か月超の定期預金 △940,781千円

現金及び現金同等物 3,567,150千円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                      (平成23年９月30日現在) 

現金及び預金 4,554,858千円

有価証券 183,167千円

  計 4,738,025千円

預入期間が３か月超の定期預金 △825,340千円

現金及び現金同等物 3,912,685千円

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 158,343 15 平成22年３月31日 平成22年６月24日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 158,342 15 平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)  １「その他」の区分には報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンテンツ配信事業及び通信機

器関連事業を含んでおります。 

   ２ セグメント利益の調整額△352,643千円には、セグメント間取引消去4,608千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△357,251千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

   ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)  １「その他」の区分には報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンテンツ配信事業及び通信機

器関連事業を含んでおります。 

   ２ セグメント利益の調整額△344,475千円 には、セグメント間取引消去△1,823千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△342,651千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

   ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

   (単位：千円)

 
遊技台部
品事業 

ホールシ
ステム事

業 

モバイル
データソ
リューシ
ョン事業 

その他
(注)１ 

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３

売上高     

  外部顧客への売上高 3,365,220 1,867,213 1,456,739 406,183 7,095,356 ― 7,095,356 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

59,361 ― ― ― 59,361 △59,361 ―

計 3,424,581 1,867,213 1,456,739 406,183 7,154,718 △59,361 7,095,356 

セグメント利益又は損失(△) 79,665 328,534 134,764 △125,677 417,286 △352,643 64,643 

   (単位：千円)

 
遊技台部
品事業 

ホールシ
ステム事

業 

モバイル
データソ
リューシ
ョン事業 

その他
(注)１ 

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３

売上高     

  外部顧客への売上高 3,191,778 1,729,606 2,147,988 413,882 7,483,256 ― 7,483,256 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

74,308 ― ― ― 74,308 △74,308 ―

計 3,266,087 1,729,606 2,147,988 413,882 7,557,564 △74,308 7,483,256 

セグメント利益又は損失(△) 414,813 90,820 302,977 △103,307 705,304 △344,475 360,829 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注)  前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

（会計方針の変更） 

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号

平成22年６月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第４号 平成22年６月30日)を適用しております。 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するス

トック・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・

オプションの公正な評価額のうち、将来企業に提供されるサービスに係る分を含める方法に変更してお

ります。 

これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失のため、影響はあ

りません。 

  

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額又は 
  １株当たり四半期純損失金額（△） 

△５円72銭 24円30銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額又は 
  四半期純損失金額（△）(千円) 

△60,395 255,711 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額又は 
  四半期純損失金額（△）(千円) 

△60,395 255,711 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 10,556 10,522 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 10円30銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益調整額(千円) ― △147,316

    (うち持分変動損失)(千円) ― (△147,316)

    普通株式増加数(千株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― ―
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(重要な後発事象) 

  

 

該当事項はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年７月１日  至  平成23年９月30日)

（自己株式の取得） 

当社は、平成23年11月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な方法について決議し、自己株式の取

得を以下のとおり実施いたしました。 

１. 自己株式取得に関する取締役会の決議内容 

 (1) 取得の理由 

     経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。 

 (2) 取得する株式の種類 

   当社普通株式 

 (3) 取得する株式の総数 

   88,100株 (上限) 

 (4) 取得する期間 

   平成23年11月８日～平成23年11月８日 

 (5) 取得価額の総額 

   31,451,700円 (上限) 

 (6) 取得方法 

   大阪証券取引所のＪ－ＮＥＴ市場における取得 

２. 取得日 

  平成23年11月８日 

３. その他 

  上記の結果、当社普通株式88,100株（取得価額31,451,700円）を取得いたしました。 

 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年11月14日

サ ン 電 子 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサ
ン電子株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サン電子株式会社及び連結子会社の平成23
年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    柴  田  光  明    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    楠  元      宏     印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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当社代表取締役社長吉田喜春及び当社最高財務責任者加藤俊朗は、当社の第41期第２四半期(自 平成

23年７月１日 至 平成23年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記

載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




